
　※なお、生命保険料、地震保険料など自分が支払ったもので所得控除となるものがある場合は、その証

同一生計 （総所得金額等）

（総所得金額等）同一生計

明書も一緒に提出してください。

13

債権

市民税・県民税の非課税基準

① 障害者、寡婦、ひとり親、未成年者の場合（合計所得金額）

② 生活保護の規定により生活扶助を受けている人

◎均等割も所得割も非課税

135万円以下

4 5万円以下

4 2万円
同一生計

420,000 1,120,000

同一生計

同一生計

（合計所得金額）

（合計所得金額）

同一生計

３８万円以下

２６．８　

268,000 828,000

　このように、収入がない人で市民税・県民税が課税されない人に対しても収入状況確認のため申告書を送

付する場合があります。なお、申告書が提出されないと収入状況が不明なため、各種証明書 ( 所得・課税証明書

等 ) の発行ができません。また国民健康保険税の算定や児童手当の認定等に支障をきたす場合があります。
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（合計所得金額1,000万円以下）

201万5,999円 4

201万6,000円

201万5,999円4

　しかし、所得税については原稿料や講演料が支払われる時点で源泉徴収されていることなどから、給与

所得や退職所得以外の各所得の合計額が20万円以下であれば、確定申告は不要です。ただし、20万円を

超えると確定申告は必要となります。

夫の合計所得金額が1,000万円を超える場合は、配偶者控除及び配偶者特別控除は受けられません。

障害者、寡婦、ひとり親、未成年者で合計所得金額 135 万円以下の人や生活保護の規定により生活扶助を受けている

人は非課税となります。
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令和７

　他市町村で課税されているのであればご連絡ください。

私的年金（個人年金など）の保険形式の個人年金は、公的年金等以外の雑所得になり、課税されます。

課税される所得の金額は、その年の支払を受けた年金額（以下、「年金額」という。）から、年金額に対応する

保険料又は掛金を差し引いた残りの金額です。これを他の所得と総合して申告する必要があります。

年金額に対応する
保険料又は掛金
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雑所得(その他)
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令和7年度均等割も

所得割もかからない

1,470,667 1,860,001 1,513,334

令和7年度所得割が

かからない

令和6年分所得税が

かからない


